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2022 年 9 月 29 日 

TS ネットワーク株式会社 

株式会社日立製作所 

 

TSネットワーク社と日立、物流の脱炭素化に向けた協創を開始 

TS ネットワーク社物流拠点の車両電化・太陽光発電導入を通じ、カーボンニュートラル社会の実現に貢献 

 

TSN 物流拠点 

 

TS ネットワーク株式会社(代表取締役:新谷 裕／以下、TSN)および株式会社日立製作所(執行役社

長兼 CEO:小島 啓二／以下、日立)は、物流の脱炭素化に向けた協創を開始しました。 

TSN は、日本たばこ産業株式会社グループ(以下、JT グループ)の物流を担っており、「JT グループ環境計

画 2030」*1 の達成に向けて、配送トラックおよび物流拠点で利用するエネルギーの脱炭素化を進めていま

す。日立は、電気自動車および再生可能エネルギー活用のノウハウと Lumada ソリューションなどを生かし、

TSN の脱炭素化を支援します。 

今回、TSN 物流拠点において、2022 年 9 月より電気トラックの試験走行を行い、走行距離と消費電

力などのデータ分析やシミュレーションを通じ、電気トラックに置き換え可能なガソリン車の台数の検証および

配送・充電オペレーションの構築を行います。また、物流拠点における太陽光発電パネルや蓄電池の設置

可能量の調査を行い、脱炭素化のポテンシャルを把握します。 

これらの結果をもとに脱炭素化ロードマップを策定し、段階的に TSNの脱炭素化を進めていく予定です。 

*1 JT グループ環境計画 2030：https://www.jti.co.jp/sustainability/environment/pdf/EP2030_FY21_JP.pdf 

 

https://www.jti.co.jp/sustainability/environment/pdf/EP2030_FY21_JP.pdf
https://www.jti.co.jp/sustainability/environment/pdf/EP2030_FY21_JP.pdf
https://www.jti.co.jp/sustainability/environment/pdf/EP2030_FY21_JP.pdf
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■協創の背景 

日本政府は、「第 6 次エネルギー基本計画」*2において、再生可能エネルギーの比率を 2019年の 18％

から 2030 年には 36%～38%に引き上げる計画を立てています。その実現においては、平野の少ない日本

における太陽光発電の設置場所の確保や、出力調整の難しい再生可能エネルギーによる電源系統全体

の不安定化などが課題となっています。 

この解決に向けて、日立はこれまで培ってきた電気自動車および再生可能エネルギー活用のノウハウとソ

リューション群をもとに、日本各地の企業拠点を発電場所および地域の系統安定化拠点として活用するこ

とで、企業と日本の脱炭素化を実現するカーボンニュートラルビジネスを推進しています。 

 TSN は、「JT グループ環境計画 2030」をもとに、自社の国内 38 カ所にわたる物流拠点の脱炭素化に

ついて検討を進めています。 

そしてこの度、両社のカーボンニュートラルおよび脱炭素化の取り組みとして、TSN物流拠点の車両電化・

再生可能エネルギー導入に向けた協創を開始いたしました。 

*2 経済産業省 https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005.html  

 

■今回実施内容 

TSN 物流拠点の脱炭素化ロードマップ策定に向けて、電気トラックの試験走行の実施および太陽光発

電の設置に向けた調査を以下の通り、実施します。 

時期 2022 年 9 月～12 月 

電気トラック 

試験走行 

・場所：物流倉庫 2拠点 

・試験走行を行い、走行距離に対するバッテリー残量推移の可視化・分析など

を実施。充電器の最適配置や電気トラックによる配送・充電のオペレーションの

構築などを検討。 

太陽光発電 

調査 

・場所：物流拠点 8カ所予定 

・物流拠点内のスペースやパネル設置の仕方、屋根の耐荷重などを調査し、効

果的な設置可能量を検討。 

・余剰電力発生時の対応として送配電事業者への系統接続、蓄電池設置を

検討。 

・拠点脱炭素化に向けた効果検証や目標達成に向けた PDCA業務プロセスを

検討。 

 

■今後の展望 

両社は、今回の検証結果をもとに TSN物流拠点の脱炭素化ロードマップを策定します。そして 2023年

度以降に各物流拠点へ太陽光発電システムと電気トラックを導入し、さらに 2030 年度には複数の物流

拠点をつないだ脱炭素化の加速をめざします。 

 

https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005.html


3 / 3 

■Hitachi Social Innovation Forum 2022 JAPAN での紹介について 

 TSN および日立における物流の脱炭素化に向けた取り組みについては、日立が 2022 年 10 月 25 日

(火)～27 日(木)に開催する「Hitachi Social Innovation Forum 2022 JAPAN」において、協創セッション

CCS 01-04「企業の Green×Digital を通じたカーボンニュートラル社会の実現 ～TS ネットワーク物流業務

における協創事例」で紹介する予定です。 

詳しくは、オフィシャルサイト(https://www.service.event.hitachi/)をご覧ください。 

 

■TS ネットワークについて 

TS ネットワークは、日本たばこ産業(JT)の物流業務を担う JTグループの一員です。日本のたばこ流通シェ

ア 99.9％をもち、国産たばこと輸入たばこの共同流通や、受注から製品の保管・仕分・配達、代金決済、

税申告・納付までを一貫して行うトータル流通サービスを展開しています。TSN は、国内たばこ産業にかかわ

るすべての方々の笑顔のために、販売物流のプロフェッショナルとして、常に「一歩前へ」の精神で、持続的

に高い価値を提供し、豊かで健全な社会の実現に貢献していきます。国内 38の物流拠点を持ち、日々

24 万店舗のお客様にたばこなどを届けています。2020年度売上は 7,014 億円、約 4,500 名の従業員

が従事しています。 

詳しくは、TS ネットワークのウェブサイト(https://www.tsnk.co.jp/)をご覧ください。 

 

■日立製作所について 

日立は、データとテクノロジーでサステナブルな社会を実現する社会イノベーション事業を推進しています。

金融・官公庁・自治体・通信向け IT サービスやお客さまの DX を支援する「デジタルシステム&サービス」、エ

ネルギーや鉄道で脱炭素社会の実現に貢献する「グリーンエナジー&モビリティ」、産業流通、水インフラ、ヘ

ルスケア、家電・空調システム、計測分析システム、ビルシステムなどの幅広い領域でプロダクトをデジタルで

つなぐ「コネクティブインダストリーズ」と、自動車・二輪車の分野で先進技術を提供する「オートモティブシステ

ム」の事業体制のもと、ITや OT(制御・運用技術)、プロダクトを活用する Lumada ソリューションを通じてお

客さまや社会の課題を解決します。グリーン、デジタル、イノベーションを原動力に、お客さまとの協創で成長

をめざします。2021 年度(2022 年 3 月期)の連結売上収益は 10 兆 2,646 億円、2022 年 3 月末時点

で連結子会社は 853 社、全世界で約 37 万人の従業員を擁しています。 

詳しくは、日立のウェブサイト(https://www.hitachi.co.jp/)をご覧ください。 

 

■お問い合わせ先 

TS ネットワーク株式会社 総務部 [担当：馬場] 

〒111-0053 東京都台東区浅草橋 4-17-7 

電話：03-3861-7431(直通) 

 

株式会社日立製作所 社会イノベーション事業統括本部 デジタルサービス事業推進本部［担当：村越］ 

お問い合わせフォーム：https://www8.hitachi.co.jp/inquiry/totalsolutions/general/form.jsp 

以上 

https://www.service.event.hitachi/
https://www.tsnk.co.jp/
https://www.hitachi.co.jp/
https://www8.hitachi.co.jp/inquiry/totalsolutions/general/form.jsp

